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平成２７年４月１３日判決言渡 

平成２６年（行ケ）第１０２１９号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２７年３月２５日 

判        決 

 

     原      告        Ｘ 

     訴訟代理人弁理士        松   原       等 

     同               北   浜   壮 太 郎 

 

被      告        キャラウェイ・ゴルフ・カンパニ 

      

訴訟代理人弁理士        伊   東   忠   重 

          同               伊   東   忠   彦 

     同               佐 々 木   定   雄 

     同               大   貫   進   介 

     同               山   口   昭   則 

主        文 

１ 特許庁が無効２０１４－８００００７号事件について平成２６年８月１２日

にした審決を取り消す。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

３ この判決に対する上告及び上告受理の申立てのための付加期間を３０日と定

める。  

事 実 及 び 理 由  

第１ 請求 

   主文第１項及び第２項と同旨。 

第２ 事案の概要 
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１ 特許庁における手続の経緯等（当事者間に争いがないか，掲記の証拠及び弁

論の全趣旨により容易に認められる事実。） 

被告は，平成１２年１１月１６日に国際出願（ＰＣＴ／ＵＳ２０００／０

３１７７７号，優先権主張：平成１１年１１月１８日 米国）され，平成１

９年３月２日に設定登録された，発明の名称を「管状格子パターンを有する

ゴルフボール」とする特許第３９２４４６７号（以下「本件特許」という。

設定登録時の請求項の数は１０である（甲３１）。）の特許権者である。 

平成２２年１１月４日，本件特許につき，無効審判請求（無効２０１０－

８００２００号）がされた。上記請求に対し，特許庁が，平成２３年９月２

７日，被告が平成２３年６月１６日付けでした訂正を認めず，本件特許を無

効とする旨の審決をしたため，被告は，平成２４年１月２５日，審決取消訴

訟を提起した（知的財産高等裁判所平成２４年（行ケ）第１００３４号）。

被告が，特許庁に対し，同年４月１０日，訂正審判請求（訂正２０１２－３

９００４７号）をしたことから，知的財産高等裁判所は，同年６月２５日，

平成２３年法律第６８号による改正前の特許法１８１条２項に基づき，上記

審決を取り消す旨の決定をした。 

その後，被告は，平成２４年９月１４日付けで訂正を請求した（平成２５

年１月１１付け手続補正書及び同年３月１２日付け手続補正書（方式）によ

り補正がなされている。以下「本件訂正」という。本件訂正後の請求項の数

は８である（甲３２，３３，３５）。）。特許庁は，平成２５年５月９日，本

件訂正（各補正後のもの）を認めるとともに，本件特許を無効としない旨の

審決をし，その後，同審決は確定した。 

原告は，平成２６年１月１０日，特許庁に対し，本件特許の請求項全部を

無効にすることを求めて審判の請求をした。特許庁は，上記請求を無効２０

１４－８００００７号事件として審理をした結果，同年８月１２日，「本件

審判の請求は，成り立たない。」との審決をし，その謄本を，同月２１日，
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原告に送達した。 

原告は，同年９月１８日（訴状受付日），上記審決の取消しを求めて本件

訴えを提起した。 

２ 特許請求の範囲の記載（甲３５） 

本件訂正後の本件特許の特許請求の範囲の請求項１の記載は，以下のとおり

である（以下，本件訂正後の明細書の特許請求の範囲の請求項１を「本件請求

項１」のようにいい，同請求項１に記載された発明を「本件発明１」のように

いい，本件発明１ないし８を併せて「本件発明」という。また，本件訂正後の

本件特許の明細書及び図面をまとめて「本件訂正明細書」という。）。 

「【請求項１】   

表面を有し，４．０６ｃｍ～４．３２ｃｍ（１．６０ｉｎ～１．７０ｉｎ）

の範囲の直径を有する内側球体と，   

前記内側球体の表面から延びる格子構造であって，該格子構造は複数の相互

に連結した格子部材からなり，各格子部材は，第１の凹部分と第２の凹部分

と，前記第１の凹部分と第２の凹部分の間に設けられた凸部分を有する曲線の

断面を持ち，前記凸部分は頂部を有し，前記格子部材の底部から前記頂部まで

の距離が０．０１２７ｃｍ～０．０２５４ｃｍ（０．００５ｉｎ～０．０１０

ｉｎ）の範囲であり，   

前記第１の凹部分と第２の凹部分は０．３８ｃｍ～０．５１ｃｍ（０．１５

０ｉｎ～０．２００ｉｎ）の範囲の曲率半径を持ち，前記凸部分は０．０７ｃ

ｍ（０．０２７５ｉｎ）～０．０８８９ｃｍ（０．０３５０ｉｎ）の曲率半径

を持ち，   

前記相互に連結された格子部材の頂部はゴルフボールの最外部であり， 

前記複数の格子部材は互いに辺を共有して連結された複数の６角形状の領域

と，複数の５角形状の領域とを形成し，前記複数の５角形状の領域は前記複数

の６角形状の領域の一部と互いに辺を共有して連結されている，   
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ディンプルを伴わないゴルフボール。   

【請求項２】  

ゴルフボールはポリウレタン材料のカバーを持ち，前記内側球体の直径は

４．２４ｃｍ（１．６７ｉｎ）以上である請求項１に記載のゴルフボール。  

【請求項３】  

ゴルフボールの最外部から０．００５ｃｍの範囲の体積は０．０３４９１ｃ

ｍ３未満である請求項１又は２に記載のゴルフボール。   

【請求項４】  

ゴルフボールの最外部から０．０１０２ｃｍの範囲の体積は０．０８１６２

ｃｍ３未満である請求項１又は２に記載のゴルフボール。   

【請求項５】  

ゴルフボールの最外部から０．０１５２ｃｍの範囲の体積は０．１３７８４

ｃｍ３未満である請求項１又は２に記載のゴルフボール。   

【請求項６】  

前記ゴルフボールは，ソリッドコア，中空コア又は流体コアのいずれかを持

つ請求項１乃至５のいずれかに記載のゴルフボール。   

【請求項７】  

レイノルド数が７０，０００で回転数が毎分２０００回のときの揚力係数が

０．１８以上であり，レイノルド数が１８０，０００で回転数が毎分３０００

回のときの流体抵抗が０．２３未満である請求項１乃至６のいずれかに記載の

ゴルフボール。 

【請求項８】  

ゴルフボールの表面の全体が複数の相互に連結された格子部材と内側球体に

よって画成されている請求項１乃至７のいずれかに記載のゴルフボール。」  

３ 審決の理由 

審決の理由は，別紙審決書写しのとおりであるが，その要旨は，①本件発明
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は，米国特許第４９９１８５２号明細書（甲１）記載の発明（以下「甲第１号

証発明」という。）又は特開平７－２８９６６２号公報（甲１０）記載の発明

（以下「甲第１０号証発明」という。）に基づいて当業者が容易になし得たも

のとはいえない，②本件発明１が明確でないとはいえず，よって本件発明１な

いし８の記載は明確である，というものである。 

審決が認定した甲第１号証発明の内容，甲第１０号証の記載事項（なお，審

決には，甲第１０号証発明の内容の認定に関する記載はない。），本件発明１と

甲第１号証発明ないしは甲第１０号証発明との一致点及び相違点は以下のとお

りである。 

(1) 甲第１号証発明の内容 

「０．０９０インチ（０．２２３ｃｍ）から０．１４０インチ（０．３５６

ｃｍ）の範囲の表面直径を持ち，フラットＡＢをよぎって測定される上述の

範囲の直径と０．００２インチ（０．００５ｃｍ）以上，或いは０．０１４

インチ（０．３５６ｃｍ）より大きい深さを持つ，傾斜した側壁を持つ六角

形ディンプルを，ボールの表面全体に渡り規則的な測地学の９周期２０面体

パターンで，ボール表面に均等な間隔を置いて８１２個配置している，ゴル

フボール。」 

(2) 甲第１０号証の記載事項 

 「図１２には，ゴルフボールのディンプルに関し，該ディンプルが，複数の

６角形状の領域と，複数の５角形状の領域とを形成し，前記複数の５角形状

の領域と前記複数の６角形状の領域は互いに辺を共有していることが記載さ

れている。」 

(3) 本件発明１と甲第１号証発明ないしは甲第１０号証発明の一致点 

「ゴルフボールである点のみ。」 

(4) 本件発明１と甲第１号証発明ないし甲第１０号証発明の相違点 

「本件発明１は，「表面を有し，４．０６ｃｍ～４．３２ｃｍ（１．６０ｉ
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ｎ～１．７０ｉｎ）の範囲の直径を有する内側球体と，前記内側球体の表面

から延びる格子構造であって，該格子構造は複数の相互に連結した格子部材

からなり，各格子部材は，第１の凹部分と第２の凹部分と，前記第１の凹部

分と第２の凹部分の間に設けられた凸部分を有する曲線の断面を持ち，前記

凸部分は頂部を有し，前記格子部材の底部から前記頂部までの距離が０．０

１２７ｃｍ～０．０２５４ｃｍ（０．００５ｉｎ～０．０１０ｉｎ）の範囲

であり，前記第１の凹部分と第２の凹部分は０．３８ｃｍ～０．５１ｃｍ

（０．１５０ｉｎ～０．２００ｉｎ）の範囲の曲率半径を持ち，前記凸部分

は０．０７ｃｍ（０．０２７５ｉｎ）～０．０８８９ｃｍ（０．０３５０ｉ

ｎ）の曲率半径を持ち，前記相互に連結された格子部材の頂部はゴルフボー

ルの最外部であり，前記複数の格子部材は互いに辺を共有して連結された複

数の６角形状の領域と，複数の５角形状の領域とを形成し，前記複数の５角

形状の領域は前記複数の６角形状の領域の一部と互いに辺を共有して連結さ

れている，ディンプルを伴わない」ゴルフボールであるのに対し，甲第１号

証発明及び甲第１０号証発明は，ボール表面にディンプルを形成したもので

ある点。」 

第３ 原告の主張 

   審決には，①甲第１号証発明を主引例とする進歩性判断の誤り（取消事由

１），具体的には，本件発明１と甲第１号証発明の一致点及び相違点の認定の

誤り（取消事由１－１），甲第１号証発明に基づく本件発明１の容易想到性の

判断の誤り（取消事由１－２），甲第１号証発明に基づく本件発明２ないし８

の容易想到性の判断の誤り（取消事由１－３），②甲第１０号証発明を主引例

とする進歩性判断の誤り（取消事由２），具体的には，本件発明１と甲第１０

号証発明の一致点及び相違点の認定の誤り（取消事由２－１），甲第１０号証

発明に基づく本件発明１の容易想到性の判断の誤り（取消事由２－２），甲第

１０号証発明に基づく本件発明２ないし８の容易想到性の判断の誤り（取消事
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由２－３），③明確性要件の判断の誤り（取消事由３）があり，これらの誤り

はいずれも審決の結論に影響するものであるから，審決は違法として取り消さ

れるべきである。 

１ 取消事由１（甲第１号証発明を主引例とする進歩性判断の誤り） 

 (1) 取消事由１－１（本件発明１と甲第１号証発明の一致点及び相違点の認

定の誤り） 

ア 審決は，本件発明１が，内側球体と内側球体表面から延びる格子構造を

備えるものであるのに対して，甲第１号証発明は本件訂正明細書の背景技

術として示されているような，ボール表面にディンプル，すなわち，窪み

を形成したものであり，両者の構造や概念は，全く異なるものである，と

判断した上で，前記第２の３(3)及び(4)のとおりの一致点及び相違点を認

定している。 

イ 確かに，本件発明１の内側球体から延びた格子構造は，甲第１号証発明

の外側球体（ボール表面）から窪んだディンプルに対し，着想において異

なるということはできる。 

  しかし，着想において異なっても，内側球体から延びた格子構造と，外

側球体から窪んだディンプルとは，内側球体と格子構造の具体的内容と，

ディンプルの具体的内容によっては，結果として形状寸法が接近して類似

の物又は同一の物となる可能性がある。 

  そして，本件発明は物の発明であり，形状寸法の特定による物の効果

（大きな飛距離）を奏するというものである（本件訂正明細書【００２

１】）。 

  仮に，結果物が類似又は同一で効果が同等でも，着想において異なると

いうだけで全く別異の発明を主張できるとすると，新規性，進歩性，先後

願等の判断や侵害の認定が容易に妨げられることとなり不当である。 

  したがって，本件発明１の内側球体と格子構造の具体的内容と，甲第１
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号証発明のディンプルの具体的内容とを検討し，結果物の構成を具体的に

対比すべきである。 

ウ そして，本件発明１について検討すると，以下のとおりである。 

(ア) 本件発明１の内側球体の「表面」の意味は必ずしも明確ではない。

そして，本件訂正明細書の記載（【００２４】，【００４６】，【００４

７】，【００６６】）によると，複数の格子構造の間に露出した円滑な部

分（以下「円滑な部分」という。）も内側球体の表面であり，複数の格

子部材が延びた結果格子部材の下になった部分（以下「格子下部分」と

いう。）も内側球体の表面であるということができる。 

(イ) 本件発明１の「格子構造」とは，平行線群が交わった狭義の格子形

状ではなく，ボール外部からみていわゆるハニカム格子を含む広義の格

子形状を成す構造をいうものと解される（本件請求項１参照）。  

そして，格子構造が「内側球体の表面から延びる」とは，格子下部分

から延びるということである。また，「格子構造は複数の相互に連結し

た格子部材からな」るのであるから，「格子部材」とは格子下部分から

延びる格子構造の１辺の部分の突起と解される。 

    (ウ) 本件発明１の「格子部材の頂部はゴルフボールの最外部であり」に

ついて，最外部にある外側球体の面に存在するものはランドと認識され

る（【００４８】）。 

(エ) 本件発明１において，内側球体の表面からランドのある外側球体ま

での範囲には，複数の格子部材と，複数の格子部材間の空間とが存在す

るところ，上記空間は，ランドのある外側球体から見ると，窪み，すな

わち，ディンプルである。したがって，本件発明１の，「ディンプルを

伴わない」の記載は，本件発明１の着想のみをいうものであって，結果

物としてディンプルを伴わないという意味に解するべきではない。 

   エ 上記ウを前提に本件発明１と甲第１号証発明とを対比すると以下のとお
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りである。 

    (ア) 甲第１号証の図４（判決注・甲第１号証の図１，３，４，６，７に

ついては，後記第５の１(1)イ(ア)参照）には，１個のディンプルのみ

記載されているが，その隣りにもディンプルがあることは明らかであ

る。そして，これらのディンプルは，直径が同じとみられるから，深さ

も同じとみるのが自然である（甲１，４欄２～６行，図１，３，７）。 

これらのディンプルの最底部から見ると，ディンプルとディンプルと

の間は外側球体までの断面山状の隆起（複数）であり，この隆起は，格

子下部分から延びる１辺の部分の突起であるから，本件発明１の格子部

材に相当する。そして，複数の格子部材が相互に連結して，ボール外部

からみていわゆるハニカム格子を含む広義の格子形状をなす構造，すな

わち格子構造となっている。 

 また，前記ウ(ア)のとおり，本件発明１の格子下部分も内側球体の表

面であるところ，甲第１号証発明の各ディンプルの最底部を結ぶ面はそ

こから延びる隆起の下になった部分であるから，内側球体の表面として

の格子下部分に相当し，その面の下は本件発明１の内側球体に相当する

ということができる。 

      ただし，仮に，本件発明１で内側球体の表面は円滑な部分も備えなけ

ればならないと解する場合には，甲第１号証発明の内側球体の表面は，

円滑な部分を有しない点において本件発明１と相違することになる。 

      また，甲第１号証には内側球体の直径の数値の記載がない。 

    (イ) 前記(ア)の隆起はランドのある断面山状であるから，本件発明１の

「各格子部材は，第１の凹部分と第２の凹部分と，前記第１の凹部分と

第２の凹部分の間に設けられた凸部分を有する曲線の断面を持ち」に相

当する。また，凸部分であるランドは頂部を有し，隆起の底部から頂部

までの距離は，ディンプル深さと同じ０．００５１ｃｍ～０．０３５６
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ｃｍ（０．００２ｉｎ～０．０１４ｉｎ）の範囲である。 

      ただし，甲第１号証には，第１の凹部分と第２の凹部分の曲率半径の

数値の記載はなく，凸部分が本件発明１の程度の曲率半径を持つとの記

載もない。 

    (ウ) 前記(ア)の隆起の頂部はゴルフボールの最外部であるから，本件発

明１の「格子部材の頂部はゴルフボールの最外部であり」に相当する。

最外部にある外側球体の面に存在するものをランドと認識する点は，本

件発明１と甲第１号証発明とで共通である。 

    (エ) 前記(ア)の複数の隆起は，本件発明１の「互いに辺を共有して連結

された複数の６角形状の領域・・・を形成し」に相当するが，甲第１号

証には，複数の五角形状の領域が記載されていない点において相違す

る。 

   オ 以上を前提とすると，本件発明１と甲第１号証発明との一致点及び相違

点は，以下のとおりとなる。 

したがって，審決の本件発明１と甲第１号証発明との一致点及び相違点

の認定には誤りがある。 

    (ア) 一致点 

      表面を有し，直径を有する内側球体と， 

      前記内側球体の表面から延びる格子構造であって，該格子構造は複数

の相互に連結した格子部材からなり，各格子部材は，第１の凹部分と第

２の凹部分と，前記第１の凹部分と第２の凹部分の間に設けられた凸部

分を有する曲線の断面を持ち，前記凸部分は頂部を有し，前記格子部材

の底部から前記頂部までの距離が０．０１２７ｃｍ～０．０２５４ｃｍ

（０．００５ｉｎ～０．０１０ｉｎ）の範囲を含み， 

      前記相互に連結された格子部材の頂部はゴルフボールの最外部であ

り， 
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      前記複数の格子部材は互いに辺を共有して連結された複数の６角形状

の領域を形成している， 

ゴルフボール。 

    (イ) 相違点 

     ａ 相違点１ 

       本件発明１は，内側球体が４．０６ｃｍ～４．３２ｃｍ（１．６０

ｉｎ～１．７０ｉｎ）の範囲の直径を有するのに対し，甲第１号証発

明は，内側球体の直径の数値記載がない点。 

       ただし，仮に，本件発明１で内側球体の表面は円滑な部分も備えな

ければならないと解する場合には，甲第１号証発明が内側球体の表面

が円滑な部分を有しない点は相違点となる。 

     ｂ 相違点２ 

       本件発明１は，格子部材の底部から頂部までの距離が０．０１２７

ｃｍ～０．０２５４ｃｍ（０．００５ｉｎ～０．０１０ｉｎ）の範囲

であるのに対し，甲第１号証発明は，格子部材の当該距離がより広い

０．００５１ｃｍ～０．０３５６ｃｍ（０．００２ｉｎ～０．０１４

ｉｎ）の範囲である点。 

     ｃ 相違点３ 

       本件発明１は，第１の凹部分と第２の凹部分は０．３８ｃｍ～０．

５１ｃｍ（０．１５０ｉｎ～０．２００ｉｎ）の範囲の曲率半径を持

つのに対し，甲第１号証発明は，凹部分の当該曲率半径の記載がない

点。 

     ｄ 相違点４ 

       本件発明１は，凸部分は０．０７ｃｍ（０．０２７５ｉｎ）～０．

０８８９ｃｍ（０．０３５０ｉｎ）の曲率半径を持つのに対し，甲第

１号証発明は，凸部分の当該曲率半径の記載がない点。 
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     ｅ 相違点５  

       本件発明１は，複数の格子部材は複数の５角形状の領域を形成し，

前記複数の５角形状の領域は前記複数の６角形状の領域の一部と互い

に辺を共有して連結されているのに対し，甲第１号証発明は，複数の

５角形状の領域が記載されていない点。 

     ｆ 相違点６ 

       本件発明１は，ディンプルを伴わないと記載されているのに対し，

甲第１号証発明は，ディンプルを伴う点。 

(2) 取消事由１－２（甲第１号証発明に基づく本件発明１の容易想到性の判

断の誤り） 

 ア 相違点２について 

   甲第１号証発明のディンプルの深さ０．００５１ｃｍ～０．０３５６ｃ

ｍ（０．００２ｉｎ～０．０１４ｉｎ）の範囲内において，本件発明１の

相違点２の０．０１２７ｃｍ～０．０２５４ｃｍ（０．００５ｉｎ～０．

０１０ｉｎ）の範囲とすることは，単なる選択事項又は設計事項であり，

また，周知事項の採用にすぎないから（甲２～５），相違点１に係る構成

とすることは当業者において容易に想到し得る。 

   イ 相違点１について 

    (ア) 内側球体の直径について 

甲第１号証発明において内側球体の直径を４．０６ｃｍ～４．３２ｃ

ｍ（１．６０ｉｎ～１．７０ｉｎ）の範囲とすることは，単なる選択事

項又は設計事項であり，また，周知事項の採用にすぎないから（甲３，

６），当業者において容易に想到し得る。 

    (イ) 内側球体の表面について 

     ａ 前記(1)エ(ア)のとおり，本件訂正明細書の記載によると，円滑な

部分も格子下部分も内側球体の表面であるところ，本件請求項１には
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円滑な部分と格子下部分の両方を有することを必須とする旨が記載さ

れていないから，格子下部分を有する甲第 1号証発明は，内側球体の

表面を有することに相当する。 

よって，内側球体の表面を有している点は，一致点であって，相違

点ではない。 

     ｂ(a) 仮に，本件発明１において円滑な部分と格子下部分の両方を有

することを必須とすると解するとしても，甲第１号証発明に甲第

２号証の記載事項を組み合わせることにより容易に想到し得る。 

すなわち，後記(b)のとおり，甲第２号証の第２図の球形ディン

プルの底の球面は，内側球体の表面としての円滑な部分である。 

        そして，甲第１号証発明と甲第２号証記載の発明とは，飛距離を

大きくするという課題において共通する。 

        また，甲第２号証には「ディンプルは，円形周辺をもつ必要はな

く，多角形のものであってもよい。」（５頁右上欄）と記載されて

いるから，六角形ディンプルにも第２図の球形ディンプルを適用

し得ることが実質的に記載され又は少なくとも示唆されている。 

        したがって，飛距離を大きくするために，甲第１号証発明のディ

ンプルに甲第２号証の第２図の球形ディンプルを採用する動機付

けがあるから，甲第１号証発明に甲第２号証の記載事項を適用

し，内側球体を円滑な部分と格子下部分の両方を有するものとす

ることは，当業者において容易に想到し得る。 

      (b) なお，審決は，甲第２号証には，窪み図形は第２図に示すよう

に弓形弯曲であってもよい，と記載されているが，該窪みが弓形

弯曲の形状となることにより，該窪みの底面がゴルフボールの内

側球体（判決注：外側球体の誤記）の表面と平行に弯曲して，ゴ

ルフボール内側球体表面を構成しているものではないし，甲第２
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号証記載のゴルフボールも，そもそも甲第１号証発明と同様に，

ゴルフボール表面にディンプルを形成したものである，と認定し

た。 

        しかし，甲第２号証のディンプルの縁のへこみ（へり窪み）には

種々の円弧及び直線セグメントを用いることができるところ，第

２図の窪みは，その種々の円弧のうちから特定された「頭を切っ

た平面内に底半径ｒ2 を有する截頭形の球面ディンプル」である。

そして，球面ディンプルとは，底半径ｒ2 内の範囲が「球面」であ

ることを意味するものと解される。 

        また，この「球面」は外側球体と平行に湾曲した球面であると把

握されるから，球形ディンプルの「球面」は内側球体の表面（円

滑な部分）であるといえる。 

したがって，審決の認定は誤りである。 

   ウ 相違点３について 

     甲第１号証発明における格子部材の第１の凹部分と第２の凹部分が持つ

曲率半径を，本件発明１の相違点３の０．３８ｃｍ～０．５１ｃｍ（０．

１５０ｉｎ～０．２００ｉｎ）の範囲とすることは，単なる選択事項又は

設計事項であり，また周知事項の採用にすぎないから（甲４，５，７），

相違点３に係る構成とすることは当業者において容易に想到し得る。 

   エ 相違点４について 

     甲第１号証発明における前記格子部材の凸部分（ランド）が，ディンプ

ルとの間の上縁部に，本件発明１の相違点４の０．０７ｃｍ（０．０２７

５ｉｎ）～０．０８８９ｃｍ（０．０３５０ｉｎ）の曲率半径を持つよう

にすることは，単なる選択事項又は設計事項であり，また飛距離を大きく

できる周知事項の採用にすぎないから（甲３，４，８，９，１６），相違

点４に係る構成とすることは当業者において容易に想到し得る。 
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   オ 相違点５について 

     甲第１号証発明において，互いに辺を共有して緻密に配置されることは

自明である。また，甲第１０号証には，相違点５の構成が記載されてい

る。 

   カ 相違点６について 

     前記(1)イ及び同ウ(エ)のとおり，本件発明１は結果物としてディンプ

ルを伴うものであるから，相違点６は実質的な相違点ではない。 

(3) 取消事由１－３（甲第１号証発明に基づく本件発明２ないし８の容易想

到性の判断の誤り） 

  審決は，本件発明２ないし８は，本件発明１を引用するものであり，本件

発明１が，当業者にとって容易に発明できるものとはいえないものであるか

ら，同様に本件発明２ないし８も，当業者が容易に発明することができたも

のとはいえない，と判断した。 

しかし，前記(1)及び(2)のとおり，審決は，本件発明１が当業者にとって

容易に発明できるものとはいえないとした前提において誤りである。また，

以下のとおり，本件発明２ないし８の各特定事項は当業者にとって容易に想

到できたことであるから，結論においても誤りである。 

   ア 本件発明２について 

     本件発明２の「ゴルフボールはポリウレタン材料のカバーを持」つこ 

とは周知事項であり（甲１１，１２），「前記内側球体の直径は４．２４ｃ

ｍ（１．６７ｉｎ）以上である」ことは前記(2)イ(ア)の周知事項から導

かれるとである。 

     よって，本件発明２は，本件発明１と同様の理由と上記周知事項により

当業者が容易に発明をすることができたものである。 

   イ 本件発明３について 

     本件発明３の「ゴルフボールの最外部から０．００５ｃｍの範囲の体積
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は０．０３４９１ｃｍ３未満である」ことにつき，本件訂正明細書には臨

界的意義の記載はなく，単なる設計事項にすぎない。 

     よって，本件発明３は，本件発明１と同様の理由と上記設計事項により

当業者が容易に発明をすることができたものである。 

   ウ 本件発明４について 

     本件発明４の「ゴルフボールの最外部から０．０１０２ｃｍの範囲の体

積は０．０８１６２ｃｍ３未満である」ことにつき，本件訂正明細書に臨

界的意義の記載はなく，単なる設計事項にすぎない。 

     よって，本件発明４は，本件発明１と同様の理由と上記設計事項により

当業者が容易に発明をすることができたものである。 

   エ 本件発明５について 

     本件発明５の「ゴルフボールの最外部から０．０１５２ｃｍの範囲の体

積は０．１３７８４ｃｍ３未満である」ことにつき，本件訂正明細書に臨

界的意義の記載はなく，単なる設計事項にすぎない。 

     よって，本件発明５は，本件発明１と同様の理由と上記設計事項により

当業者が容易に発明をすることができたものである。 

   オ 本件発明６について 

     本件発明６の「前記ゴルフボールは，ソリッドコア，中空コア又は流体

コアのいずれかを持つ」ことは，周知事項（甲１１ないし１４）である。 

     よって，本件発明６は，本件発明１と同様の理由と上記周知事項により

当業者が容易に発明をすることができたものである。 

   カ 本件発明７について 

     本件発明７の「レイノルド数が７０，０００で回転数が毎分２０００回

のときの揚力係数が０．１８以上であり，レイノルド数が１８０，０００

で回転数が毎分３０００回のときの流体抵抗が０．２３未満である」こと

につき，本件訂正明細書に臨界的意義の記載はないし，揚力係数や流体抵
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抗を最適化することは，周知の技術事項にすぎないから（甲１５），上記

発明特定事項は，単なる設計事項にすぎない。 

     よって，本件発明７は，本件発明１と同様の理由と上記設計事項により

当業者が容易に発明をすることができたものである。 

   キ 本件発明８について 

     本件発明８の「ゴルフボールの表面の全体が複数の相互に連結された格

子部材と内側球体によって画成されている」ことは，甲第１号証及び甲第

１０号証に記載されている事項である。 

よって，本件発明８は，本件発明１と同様の理由により当業者が容易に

発明をすることができたものである。 

２ 取消事由２（甲第１０号証発明を主引例とする進歩性判断の誤り） 

(1) 取消事由２－１（本件発明１と甲第１０号証発明の一致点及び相違点の

認定の誤り） 

 ア 審決は，甲第１０号証発明についても，前記１(1)アと同様の認定判断

をしている。 

 イ しかし，前記１(1)イ及びウを前提に，本件発明１と甲第１０号証発明

とを対比すると以下のとおりである。 

    (ア) 甲第１０号証に示されたディンプルは，直径が同じとみられるか

ら，深さも同じとみるのが自然である（甲１０，図１１，１２。判決

注・図１１，１２については，後記第５の２(1)ア(ア)参照））。 

これらのディンプルの最底部から見ると，ディンプルとディンプルと

の間は外側球体までの断面山状の隆起（複数）であり，この隆起は，格

子下部分から延びる１辺の部分の突起であるから，本件発明１の格子部

材に相当する。そして，複数の格子部材が相互に連結して，ボール外部

からみていわゆるハニカム格子を含む広義の格子形状をなす構造，すな

わち格子構造となっている。 



  18 

 また，前記１(1)ウ(ア)のとおり，本件発明１の格子下部分も内側球

体の表面であるところ，甲第１０号証発明の各ディンプルの最底部を結

ぶ面はそこから延びる隆起の下になった部分であるから，内側球体の表

面としての格子下部分に相当し，その面の下は本件発明１の内側球体に

相当するということができる。 

      ただし，仮に，本件発明１で内側球体の表面は円滑な部分も備えなけ

ればならないと解する場合には，甲第１０号証発明の内側球体の表面

は，円滑な部分を有しない点において本件発明１と相違することにな

る。 

      また，甲第１０号証には内側球体の直径の数値の記載がない。 

    (イ) 前記(ア)の隆起はランドのある断面山状であるから，本件発明１の

「各格子部材は，第１の凹部分と第２の凹部分と，前記第１の凹部分と

第２の凹部分の間に設けられた凸部分を有する曲線の断面を持ち」に相

当する。また，凸部分であるランドは頂部を有し，隆起の底部から頂部

までの距離は，ディンプル深さと同じ０．００５１ｃｍ～０．０３５６

ｃｍ（０．００２ｉｎ～０．０１４ｉｎ）の範囲である。 

      ただし，甲第１０号証には，第１の凹部分と第２の凹部分の曲率半径

の数値の記載はなく，凸部分が本件発明１の程度の曲率半径を持つとの

記載もない。 

    (ウ) 前記(ア)の隆起の頂部はゴルフボールの最外部であるから，本件発

明１の「格子部材の頂部はゴルフボールの最外部であり」に相当する。

最外部にある外側球体の面に存在するものをランドと認識する点は，本

件発明１と甲第１０号証発明とで共通である。 

    (エ) 前記(ア)の複数の隆起は，本件発明１の「前記複数の格子部材は互

いに辺を共有して連結された複数の６角形状の領域と，複数の５角形状

の領域とを形成し，前記複数の５角形状の領域は前記複数の６角形状の
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領域の一部と互いに辺を共有して連結されている」に相当する。 

   ウ 以上を前提とすると，本件発明１と甲第１０号証発明との一致点及び相

違点は，以下のとおりとなる。 

したがって，審決の本件発明１と甲第１０号証発明との一致点及び相違

点の認定には誤りがある。 

    (ア) 一致点 

      表面を有し，直径を有する内側球体と， 

      前記内側球体の表面から延びる格子構造であって，該格子構造は複数

の相互に連結した格子部材からなり，各格子部材は，第１の凹部分と第

２の凹部分と，前記第１の凹部分と第２の凹部分の間に設けられた凸部

分を有する曲線の断面を持ち，前記凸部分は頂部を有し， 

      前記相互に連結された格子部材の頂部はゴルフボールの最外部であ

り， 

      前記複数の格子部材は互いに辺を共有して連結された複数の６角形状

の領域と，複数の５角形状の領域とを形成し，前記複数の５角形状の領

域は前記複数の６角形状の領域の一部と互いに辺を共有して連結されて

いる， 

ゴルフボール。 

    (イ) 相違点 

     ａ 相違点１’ 

       本件発明１は，内側球体が４．０６ｃｍ～４．３２ｃｍ（１．６０

ｉｎ～１．７０ｉｎ）の範囲の直径を有するのに対し，甲第１０号証

発明には，内側球体の直径の数値記載がない点。 

       ただし，仮に，本件発明１で内側球体の表面は円滑な部分も備えな

ければならないと解する場合には，甲第１０号証発明が内側球体の表

面が円滑な部分を有しない点は相違点となる。 
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     ｂ 相違点２’ 

       本件発明１は，格子部材の底部から頂部までの距離が０．０１２７

ｃｍ～０．０２５４ｃｍ（０．００５ｉｎ～０．０１０ｉｎ）の範囲

であるのに対し，甲第１０号証発明には，格子部材の当該距離（＝デ

ィンプル深さ）の記載がない点。 

     ｃ 相違点３’ 

       本件発明１は，第１の凹部分と第２の凹部分は０．３８ｃｍ～０．

５１ｃｍ（０．１５０ｉｎ～０．２００ｉｎ）の範囲の曲率半径を持

つのに対し，甲第１０号証発明には，凹部分の当該曲率半径の記載が

ない点。 

     ｄ 相違点４’ 

       本件発明１は，凸部分は０．０７ｃｍ（０．０２７５ｉｎ）～０．

０８８９ｃｍ（０．０３５０ｉｎ）の曲率半径を持つのに対し，甲第

１０号証発明には，凸部分の当該曲率半径の記載がない点。 

     ｅ 相違点５’  

       本件発明１は，ディンプルを伴わないと記載されているのに対し，

甲第１０号証発明は，ディンプルを伴う点。 

  (2) 取消事由２－２（甲第１０号証発明に基づく本件発明１の容易想到性の

判断の誤り） 

  前記１(2)アないしエ及びカと同様の理由により，相違点５’は実質的な

相違点ではなく，相違点１’ないし４’に係る構成は，当業者が容易に想

到し得たものである。 

(3) 取消事由２－３（甲第１０号証発明に基づく本件発明２ないし８の容易

想到性の判断の誤り） 

  前記１(3)と同様の理由により，本件発明２ないし８は，本件発明１を引

用するものであり，本件発明１が，当業者にとって容易に発明できるもの
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とはいえないものであるから，同様に本件発明２ないし８も，当業者が容

易に発明することができたものとはいえない，とした審決の判断は誤りで

ある。 

３ 取消事由３（明確性要件の判断の誤り） 

審決は，本件発明１の格子構造は，「内側球体の表面から延びる」ものであ

って，ゴルフボール表面がくぼんだディンプルとは異なるものであり，本件発

明は，この格子構造とディンプルとが異なることを「ディンプルを伴わない」

と特定して明確にしたものである，とし，本件発明１は明確でないとはいえ

ず，本件発明２ないし８の記載も明確である旨判断した。 

しかし，本件請求項１には，本件発明１の格子構造とディンプルとが異なる

ことを「ディンプルを伴わない」と特定したとは記載されていないから，審決

の認定は特許請求の範囲に基づくものではなく，誤りである。 

また，「ディンプルを伴わない」との記載は，本件発明１の着想のみをいう

ものであって，結果物としてディンプルを伴わないという意味に解するべきで

はなく，本件発明１は結果物としてディンプルを伴うものである。これに対

し，審決は，結果物としてディンプルを伴わないという意味に解していると考

えられるので，「ディンプルを伴わない」の記載は本件発明１を不明確にする

記載といわざるを得ない。 

さらに，「ディンプルを伴わない」の記載があることにより，上記のとお

り，結果物が同一で効果が同等でも着想においてディンプルでないというだけ

で侵害の認定を免れることになるから，本件発明１は不明確であるというほか

はない。 

よって，審決の判断は誤りである。 

第４ 被告の反論 

１ 取消事由１（甲第１号証発明を主引例とする進歩性判断の誤り）について 

 (1) 取消事由１－１（本件発明１と甲第１号証発明の一致点及び相違点の認
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定の誤り）について 

  ア(ア) 本件発明１のゴルフボールは，「表面を有する内側球体と内側球体

表面から延びる格子構造」を備えるものであるから，本件発明１のゴル

フボールの具体的構造は，内側球体の表面から延びる格子構造と格子構

造の間に現れる内側球体の表面とにより形成されるのであり，この点

は，従来のいかなるゴルフボールとも構造上異なる。したがって，本件

発明１は，甲第１号証発明又は甲第１０号証発明とは着想において異な

るばかりでなく，その異なる着想が具体的な構造に具現化されている。

また，本件発明１による作用効果も従来のものと異なる。 

     したがって，審決が，「両者の構造や概念は，全く異なるものであ

る」とした点に誤りはない。 

   (イ) 本件発明１の格子部材間の空間がランド領域である外側球体から見

ると窪みであり，それをもってディンプルと称することについて，あえ

て争うものではない。しかし，本件発明１の「ディンプルを伴わない」

の意味するところは，本件訂正明細書の背景技術に記載されているよう

なボール表面にディンプルを形成したものと，設計思想（着想）におい

て，また，具体的構造において異なるということである。したがって，

その具体的構造は，内側球体の表面と格子構造を形成する格子部材の具

体的形状で特定されており，その具体的特定を規定した上で「ディンプ

ルを伴わない」としているのであるから，原告が主張するような，上記

格子部材間の空間の存在と，本件発明１の「ディンプルを伴わない」の

記載が問題となることはない。 

     本件発明１の格子部材間の空間に窪みが複数存在するが，これはあく

まで内側球体の表面から格子部材が延びた結果，格子部材の間に形成さ

れるものであって，外側球面からへこませて形成した従来のゴルフボー

ルのディンプルとは異なる。 
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  イ(ア) 甲第１号証発明のゴルフボールには，「ディンプルの最底部を結ぶ

面」など存在しないばかりか，甲第１号証の記載からそのような面を認

識することは不可能である。したがって，甲第１号証発明には，内側球

体の表面に格子部材を設けるという技術思想は存在しない。 

したがって，甲第１号証発明のディンプルとディンプルとの間の部分

が，本件発明１の格子部材に相当することにはならない。 

また，本件発明１は，内側球体の表面に複数の六角形状の領域と複数

の五角形状の領域を形成する格子部材が延びるものであるから，円滑な

部分が残る。これに対し，甲第１号証発明のゴルフボールには円滑な部

分，すなわち，本件発明１の「内側球体の表面」は存在しない。 

    (イ) 甲第１号証において，隆起と隆起の間のランド領域は外面球体の表

面からなるものであり，ディンプルを形成する凹部分とランドの球面の

境界は曲線の断面とはならず，「凸部分を有する曲線の断面」とはなら

ない。また，本件発明１の格子部材の断面形状は本件訂正明細書の図８

にしめされたとおりのものであり，凸部分の曲率半径も「０．０７ｃｍ

（０．０２７５ｉｎ）～０．０８８９ｃｍ（０．０３５０ｉｎ）」と特

定されており，甲第１号証発明の「隆起」と異なる。 

      したがって，甲第１号証発明の「隆起」は，本件発明１の「第１凹部

分と第２の凹部分の間に設けられた凸部分を有する曲線の断面を持ち」

に相当するものではない。 

    (ウ) 確かに，甲第１号証発明の隆起の頂部は，ゴルフボールの最外部で

ある。しかし，本件発明１の最外部は凸部分の頂部であり，甲第１号証

発明のような「最外部にある外側球体の面」など存在せず，最外部をラ

ンドと認識したとしても，その形状は異なる。 

    (エ) 甲第１号証発明には本件発明１の「格子部材」は存在せず，したが

って，甲第１号証発明の隆起は「互いに辺を共有して連結された複数の
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６角形状の領域・・・を形成し」に相当するものではない。 

   ウ 以上によれば，審決の一致点及び相違点の認定には誤りはない。 

(2) 取消事由１－２（甲第１号証発明に基づく本件発明１の容易想到性の判

断の誤り）について 

 ア 相違点２について 

     原告の主張は，本件発明１の格子部材について，その高さのみ抽出して

検討するものであって，本件発明１の格子部材が内側球体表面から延びる

格子構造を形成するものであり，また，格子部材が特有の断面形状を持つ

ものであることを無視している。 

本件発明１の格子構造を持つゴルフボールについては，格子構造全体に

よって本件発明特有の作用効果を奏するものであるから，相違点２に係る

構成は単なる数値範囲ではない。 

また，甲第２号証ないし甲第５号証に開示されているものは，通常のデ

ィンプルの深さであり，本件発明１の格子構造とは異なるから，本件発明

１の格子部材の高さを開示するものではない。 

   イ 相違点１について 

    (ア) 内側球体の直径について 

甲第１号証発明には内側球体として認識できる球体は存在しないから，

内側球体の直径の数範囲を本件発明１のように設定する動機付けはない

し，単なる設計事項や選択事項ということにもならない。 

    (イ) 内側球体の表面について 

    ａ 甲第１号証発明には内側球体が存在せず，内側球体の表面も存在し

ない。 

ｂ 原告は，仮に，本件発明１が円滑な部分を有する必要があると解し

た場合は，その点が相違点となるとしても，甲第２号証の記載から容

易想到であると主張する。 
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しかし，甲第２号証の発明のディンプルの半径ｒ２内の範囲が「球

面」であるとしても，甲第２号証には，その球面がゴルフボールを構

成する一つの内側球体の球面であるとの記載はない。仮に，半径ｒ２

内の範囲の「球面」が，原告の主張するように，外側球体の面と平行

に湾曲した球面と理解したとしても，その球面は，外側球体の面を平

行に移動して得られる面，すなわち，外側球体と同一の半径の球体の

面であるから，本件発明１の「内側球体の表面」とはならない。した

がって，甲第２号証からは「内側球体」を把握することはできない

（この点につき，審決の甲第２号証の記載事項の認定に誤りはない。）。 

 また，内側球体の存在しない甲第１号証発明に甲第２号証の記載を

適用する動機付けもない。 

       さらに，原告は，甲第１号証発明も甲第２号証記載の発明も，飛距

離を大きくする課題において共通する旨主張するが，本件発明１の課

題は，単に飛距離を大きくするというものでなく，「高速において小

さい流体抵抗と低速における大きい揚力を合わせ持つゴルフボールを

得る」ことであり，これらを示唆することのない上記両発明を組み合

わせる動機付けもなく，組み合わせたとしても本件発明１の構成に到

達することはない。 

   ウ 相違点３について 

     本件発明１の格子部材の断面形状の意義については，本件特許明細書に

実施例として記載されているから，数値自体の臨界的意義が記載されてい

ないからといって，数値範囲に技術的意義がないことにはならない。 

そもそも，本件発明１は，格子構造を内側球体の表面と，この内側球体

の表面から延びる特定の曲面を持つ断面形状を有する格子部材により構成

した点に意味があるのであり，「凹部分の断面形状」のみを取り上げて議

論すること自体，妥当性を欠く。 
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また，甲第７号証や甲第５号証に示されたものは，従来の円形のディン

プルであり，内側球体の表面に形成される六角形の領域を持つ格子構造を

形成する凸部の曲面を持つ格子部材とは全く異なり，これらのディンプル

の縁部分の曲率と本件発明１の第１凹部分と第２凹部分とは関係がなく，

また，これらを六角形のディンプルに適用する動機付けもない。 

   エ 相違点４について 

      前記ウ同様，「凹部分の断面形状」のみを取り上げて議論すること自

体，妥当性を欠く。しかも，原告が周知技術の根拠として提出する甲号各

証は，本件発明１特有の課題及びその解決手段を示しておらず，従来の円

形のディンプルのランド部の形状を示しているにすぎない。また，上記甲

号各証は，本件発明１の内側球面から延びる格子部材の断面形状を示すも

のでなく，これらを六角形のディンプルを持つ甲第１号証発明に適用する

動機付けもないし，これらを甲第１号証発明に適用したとしても，本件発

明１に到らない。 

    オ 相違点５について 

      甲第１号証発明は本件発明１の格子部材からなる格子構造を示すもの

でなく，また，甲第１０号証も，甲第１号証発明と同様に本件発明１の格

子部材を示すものではない。 

    カ 相違点６について 

      本件発明１の「ディンプルを伴わない」の意味は，本件訂正明細書の

背景技術に記載されているようなボール表面に窪みを形成したものと，設

計思想（着想）において，また，具体的構造において異なるという意味で

あり，その具体的構造は，内側球体の表面と格子構造を形成する格子部材

の具体的形状を特定しているものである。 

(3) 取消事由１－３（甲第１号証発明に基づく本件発明２ないし８の容易想

到性の判断の誤り）について 
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  前記(1)及び(2)のとおり，本件発明１は当業者が容易に発明することが

できるものではないとする審決の結論に誤りはなく，本件発明２ないし８

も容易に発明できるものでないとした審決の結論に誤りはない。 

２ 取消事由２（甲第１０号証発明を主引例とする進歩性判断の誤り）について 

(1) 取消事由２－１（本件発明１と甲第１０号証発明の一致点及び相違点の

認定の誤り）について 

  前記１(1)と同様の理由により，審決の一致点及び相違点の認定に誤りは

ない。 

なお，甲第１０号証発明のゴルフボールに複数の六角形状のディンプル

と五角形状のディンプルが存在することは認めるが，これらのディンプル

は，本件発明１の複数の六角形状の領域と複数の五角形状の領域とは具体

的構造において異なっている。 

(2) 取消事由２－２（甲第１０号証発明に基づく本件発明１の容易想到性の

判断の誤り）について 

    前記１(2)アないしエ及びカと同様の理由により，原告の主張は失当であ

り，審決の判断に誤りはない。 

(3) 取消事由２－３（甲第１０号証発明に基づく本件発明２ないし８の容易

想到性の判断の誤り）について  

前記２(3)と同様の理由により，審決の結論に誤りはない。 

  ３ 取消事由３（明確性要件の判断の誤り）について 

本件請求項１の「ディンプルを伴わない」の意味は，本件訂正明細書の背景

技術に記載されているようなボール表面にディンプルを形成したものと，設計

思想（着想）において，また，具体的構造において異なるという意味であり，

内側球体の表面と格子構造を形成する格子部材の具体的形状を特定しており，

その具体的特定を規定した上で「ディンプルを伴わない」としているのである

から，本件請求項１の記載は明確である。 
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よって，審決の判断に誤りはない。 

第５ 当裁判所の判断 

当裁判所は，原告主張の各取消事由のうち，取消事由１－１及び１－３並び

に２－１及び２－３には理由がある（なお，取消事由３には理由がない。）か

ら，その余の取消事由について判断するまでもなく，審決にはこれを取り消す

べき違法があるものと判断する。その理由は，以下のとおりである。 

１ 取消事由１（甲第１号証発明を主引例とする進歩性判断の誤り）について 

 (1) 取消事由１－１（本件発明１と甲第１号証発明の一致点及び相違点の認

定の誤り）について 

  ア 本件発明について 

   (ア) 本件請求項１の記載は前記第２の２のとおりであるが，本件訂正明

細書（甲３１，３５）には，以下の記載がある（明らかに誤記と認めら

れる部分については適宜訂正した。）。 

    「【発明の詳細な説明】 

【０００１】 

（技術分野） 

本発明は，ゴルフボールの空気力学的表面パターンに関する。特に，

本発明は格子構造と内側球体を有するゴルフボールに関する。」 

    「【０００４】 

一般の使用者に好意をもって受け入れられている伝統的なゴルフボー

ルは，円形の断面を有する複数のディンプルを有する球体である。この

伝統的なものを打破する多くのゴルフボールが開示されたが，これらの

伝統的でないゴルフボールの大部分は商業的には成功しなかった。 

【０００５】 

これらの伝統的でないゴルフボールの大部分はいまだに米国ゴルフ協

会（“ＵＳＧＡ”）及びセントアンドリウスロイヤルエイシャントゴルフ
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クラブ（“Ｒ＆Ａ”）のゴルフ規則に固執しようとしている。このゴルフ

規則の付則 III に規定されるように，ボールの重量は１．６２０オンス

アバダポイズ（ａｖｄｐ）を（４５．９３ｇ）超えてはならず，ボール

の直径は１．６８０インチ（４２．６７ｍｍ）より小さくなく，温度２

３±１°Ｃで行われるテストで，ランダムの場所から選択された１００

個のうちから２５個以下のボールが１．６８０インチのリングゲージを

通過し，球対称のボールと異なる特性を持つように意図的に改変された

ものでないものとされている。・・・」 

    「【００２０】 

先行技術はゴルフボールの表面について多くの変形例を提供している

が，低速において空気の境界層を捕捉する一方，高速時には空気抵抗を

少なくするために必要とする最小の体積の表面を持つゴルフボールに対

する要求が残されている。 

【００２１】 

（発明の開示） 

本発明はＵＳＧＡの要件を満たすゴルフボールを提供し，より大きな

距離を得るための必要な乱流を生じさせるため，飛行中にゴルフボール

の周りを取り囲む空気の境界層を捕捉する最小のランド領域を提供する

ことを可能とする。 

【００２２】 

本発明は，ゴルフボールに，内側球体の表面の管状格子パターンを与

えることによりこれを達成することを可能にしている。 

【００２３】 

本発明の一つの態様は，表面を有する内側球体と外側球体を画定する

複数の格子部材を有するゴルフボールである。各格子部材は外側球体を

画定するゴルフボールの中心から最も離れた点において頂部を有する隆
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起した断面形状を持つ。複数の格子部材はゴルフボール上に所定のパタ

ーンを形成するように互いに連結されている。 

【００２４】 

 ゴルフボール上の複数の格子部材は内側球体表面の２０％から８０％

をカバーしている。複数の格子部材の各々の頂部は０．００００１イン

チより小さい幅を有している。内側球体の直径は少なくとも１．６７イ

ンチであり，連結された複数の格子部材の頂部の高さは内側球体の表面

から少なくとも０．００５インチである。ゴルフボールは内側球体上に

複数の円滑な部分を有し，その円滑な部分と複数の格子部材は内側球体

の全体の表面をカバーしている。」 

「【００４５】 

（発明を実施するための

ベストモード） 

図１－４（判決注・図２

－４は省略。なお図１の

「３６」は，「３０」の誤

りと解される。）に示され

るように，ゴルフボールは

全体として２０で示されて

いる。・・・ 

【００４６】 

ゴルフボール２０は内側球体表面２２を有する球体２１を持ってい

る。ゴルフボール２０は，また，第１の半球２６と第２の半球２８に分

ける赤道２４を有している。第１の極３０は第１の半球２６の赤道２４

から経線の円弧に沿って９０度の点に位置している。第２の極３２は，

第２の半球２８の赤道２４から経線の円弧に沿って９０度の点に位置し
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ている。 

【００４７】 

内側球体２１の表面２２に下がるように複数の格子部材４０が存在す

る。好ましい実施例において，格子部材４０は管状である。しかしなが

ら，当業者であれば格子部材４０は他の同様な形状でもよいことは理解

できるであろう。格子部材は互いに連結されていて，内側球体の表面上

に格子構造４２を形成している。連結された格子部材４０は内側球体２

１の表面２２を区画された領域を囲む複数の多角形を形成している。こ

れらの区画された連結された領域４４の大部分は六角形の連結された領

域４４ａで，いくつかの五角形の連結された領域４４ｂ，いくつかの八

角形連結された領域４４及びいくつかの四辺形の連結された領域４４ｄ

を伴っている。図１－４の実施例においては，３８０個の多角形が存在

している。好ましい実施例では，複数の格子部材４０の各々は少なくと

も他の格子部材と連結している。各格子部材４０は頂部４６において少

なくとも二つの他の格子部材と対面している。頂部４６の大部分は三つ

の格子部材４０と一致している。しかしながら，いくつかの頂部４６ａ

は四つの格子部材と一致している。これらの頂部４６a はゴルフボール

の赤道に位置している。各格子部材の高さは０．００５－０．０１イン

チの範囲であり，これにより，少なくとも１．６８インチの外側球体を

画定している。 

【００４８】 

本発明の好ましい実施例は，複数の格子構造４０の各ラインだけが

１．６８インチの球体の面に存在するため，ランド領域をほとんどゼロ

に減少している。より，特定的には，伝統的なゴルフボールのランド領

域は，ＵＳＧＡとＲ＆Ａに適合するゴルフボールのために少なくとも

１．６８インチの球体を形成している。このランド領域は，伝統的なゴ
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【図４Ａ】 

ルフボールの球体の表面に凹まされたディンプルによって最小にされ，

この結果，ゴルフボールの表面のディンプルのないランド領域をもたら

している。しかしながら，本発明によるゴルフボール２０は，ゴルフボ

ール２０の外側球体のランド領域を画定する各格子部材４０の頂部５０

ラインだけを有している。 

【００４９】 

在来のゴルフボールは飛んでいるゴルフボールの表面の境界層をディ

ンプルが捕捉し，より大きい浮揚と流体抵抗を抑制するように設計され

ている。本発明のゴルフボール２０は飛んでいるゴルフボール２０の表

面の周りに空気の境界層を捕捉する管状格子構造を有する。 

【００５０】 

 図４Ａに示されるように，

線４５で示される１．６８イ

ンチの外側球体は格子部材４

０と内側球体２１を包囲して

いる。各格子部材の底から頂

部５０まで測定された格子構造４２の体積は１．６８インチの外側球体

と内側球体２１の間の小さい体積である。好ましい実施例においては，

頂部５０は１．６８インチの外側球体上にある。したがって，ゴルフボ

ール２０の全体表面の９０％以上，９５％近くは１．６８インチ外側球

体より下方にある。」 

「【００５２】 

 図５及び６（判決注・省略）に示された格子部材４０の断面は円形で

あるが，複数の格子部材４０の好ましい断面が図７（判決注・省略）及

び８（判決注・次頁参照）に示されている。この好ましい断面は，第１

の凹面部５４と，凸面部５６と，第２の凹面部５８を有する湾曲面５２
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を有している。各格子部材４０の凸

面部５６の半径Ｒ２は好ましくは

０．０２７５から０．０３５０イン

チの範囲である。第１及び第２の凹

面部５４，５８の半径Ｒ１は好まし

くは０．１５０から０．２００イン

チであり，最も好ましくは，０．１７５インチである。Ｒｂａｌｌは内側

球体の半径で，好ましくは０．８３１インチである。ＲＯＳは外側球体

の半径で好ましくは１．６８である。」 

    (イ) 以上によれば，本件発明は，先行技術において，ゴルフボールの表

面について多くの変形例が提供されているものの，低速において空気の

境界層を捕捉する一方，高速時には空気抵抗を少なくするために必要と

する最小の体積の表面を持つゴルフボールに対する要求が残されている

（【００２０】）との課題を解決するために，ＵＳＧＡの要件を満たすゴ

ルフボールを提供し，より大きな距離を得るための必要な乱流を生じさ

せるため，飛行中にゴルフボールの周りを取り囲む空気の境界層を捕捉

する最小のランド領域を提供することを可能とすることを目的とし

（【００２１】），当該目的を，ゴルフボールに，内側球体の表面の管状

格子パターンを与えることにより達成したものである（【００２２】）。 

   イ 甲第 1 号証発明について 

    (ア) 甲第 1 号証には以下の記載がある（甲１。下線は裁判所が付した。

なお，引用した頁は訳文のものである。）。 

     「１．本発明の技術分野 

      本発明は，全体としてゴルフボールに関し，より特定的には，ディン

プルパターンとして配列した所定のサイズと形状を有する多数のディン

プルを持ち，より正確なパットと飛距離を与えることのできる多目的ゴ
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ルフボールに関する。」（２頁６～９行） 

     「２．従来技術の概要 

ゴルフボールは，ボール表面に分離した窪み，即ちディンプルを持つ

ように設計される。ディンプル又は窪みのパターンとディンプルの深さ

と幅はゴルフボールの飛行の距離と正確性を空気力学的に助けるように

設計される。・・・ 

これらの従来のゴルフボールはパッティングとドライビングストロー

クの両方に使用され，優れた飛距離特性を持つボールは，しばしばパッ

ティングにおいては劣る場合がある。 

したがって，最適のディンプルパターンと，また，パッティングの正

確さと飛距離と正確さを得るための最適の幅と深さを持つディンプルを

持つ多目的ゴルフボールを提供することが望まれている。」（２頁１０行

～３頁３行） 

     「本発明の概要 

したがって，本発明の目的は，正確なパッティングと飛距離及び正確

性を与えるための最適のディンプルパターンと，また，最適のディンプ

ルの幅と深さを持つ多目的ゴルフボールを提供することにある。・・・ 

上述の本発明の目的は，ボール表面に規則的な測地学の９周期２０面

体パターンで配列した８１２個の凹んだ六角形の表面窪みを持つゴルフ

ボールにより達成され，各窪みは０．０９０インチから０．１４０イン

チの範囲の表面直径と０．００２インチから０．０１４インチの範囲の

深さを持つ。」（４頁下から３行～５頁下から６行） 

     「図面の簡単な説明 

      図１は，本発明による多目的ゴルフボールの立面図である。・・・ 

図３は，本発明の多目的ゴルフボールのカバーの一部を平面として示

した図である。 
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図４は，本発明のゴルフボールの一つの窪みの拡大断面図であ

る。・・・ 

図６は，内接する２０面体パターンに基づく２０の主三角形に分割さ

れた球面を図式的に示す図である。 

      図７は，２０面体の主三角形の一つを示し，各辺は，ボールの球面全

体に均一に分散する総数８１２個の頂点を形成するように９つの部分に

分割される。」（５頁下から５行～６頁８行） 
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     「好ましい実施例の記載 

      図面番号により図面を参照すると，図１には，好ましい多目的ゴルフ

ボール１０が示されている。この多目的ゴルフボール１０は，ボール表

面に亘り等間隔で配置された複数の凹状表面窪み，即ち，ディンプル１

１を有する球体である。・・・ 

      図３に示されるように，本発明のゴルフボール１０はボール表面に均

等な間隔を置いて８１２個の小さいディンプルを有している。しかしな

がら，その数は５００から９００の範囲にすることができ，ボールの表

面の２０％から９０％をカバーするようにすることができる。 

      図４を参照すると，本発明のゴルフボール１０の窪み即ちディンプル

は０．０９０インチから０．１４０インチの範囲の表面直径を持ち，円

形，四角形，八角形，又は六角形とすることができる。フラットＡ，Ｂ

をよぎって測定される上述の範囲の直径と０．００２インチ以上，或い

は０．０１４インチより大きい深さを持つ，傾斜した側壁を持つ六角形

ディンプルが好ましい。・・・ 

本発明のボール１０のディンプルはボールの表面に渡り測地学の２０

面体パターンで配置されており，特に，測地学の９周期２０面体パター

ン（図５）で配置されている。最も正確な多目的ゴルフボールは，ボー

ルの表面全体に渡り規則的な測地学の９周期２０面体パターンで配置さ

れた８１２個の六角形表面の窪み又はディンプルが配置され，各ディン

プルは０．０９０インチから０．１４０インチの範囲の表面直径と０．

００２インチから０．０１４インチの範囲の深さの組み合わせにより造

られるということがテストを通じて決定された。 

即ち，図６及び図７に示されるように，２０の（２０面体）主三角形

があり，そのうちの一つが図７に示されており，各主三角形の各辺は９

の部分１－９に分割されている（従って，９周期）。その分割点は線で
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連結されて一連の１点で交わる頂点を形成して，既知の数学法則に従っ

て全体で８１２個の頂点が均一に球面全体に分布する。各ディンプルは

好ましくは各測地学の頂点の交差部に中心がくるようにされる。「測地

学」の用語は，曲面のジオメトリーに関連するものであり，三角の線が

実際は，平面における場合のような直線でなく，曲線である。しかしな

がら，説明のためと理解を容易にするため，図７においては直線で示し

ている。」（６頁９行～８頁４行） 

     「特許請求の範囲 

      １．８１２個の凹んだ六角形の表面の窪みが表面全体に均一に配置さ

れた多目的ゴルフールであって， 

      前記各六角形の窪みは０．０９０インチから０．１４０インチの範囲

の表面直径と，０．００２インチから０．０１４インチの範囲の深さを

有し， 

前記８１２個の六角形窪みは，２０個の主三角形とその各辺が９つの

部分に分割されて総数が８１２個の交差する頂点がボール表面の全体に

均一に分散して配列されることにより画成される，９周期の測地学又は

曲面の正２０面体パターンで配列され， 

      前記各窪みは前記各頂点の交差部分に中心が配置される， 

多目的ゴルフボール。」（１１頁１２行～末尾） 

    (イ) 以上によれば，甲第１号証に記載されたゴルフボールは「ボール表

面に亘り等間隔で配置された複数の凹状表面窪み，即ち，ディンプル１

１を有する球体である」から，表面を有する球体と，この球体の表面か

ら窪んだ凹状表面窪みを有する。さらに，この凹状表面窪みは，「ボー

ル表面に亘り等間隔で配置され」るものであり，図１及び図４の記載も

踏まえると，ボールの表面には複数の凹状表面窪みが形成され，隣り合

う凹状表面窪み同士の間には，窪みの生じていない部分（以下，この部
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分を「非窪み部分」という。）が形成されることは明らかである。そし

て，凹状表面窪み部分は図４の記載からみて曲線で形成されることが明

らかであるから，非窪み部分の両側の凹状表面窪みの一方の凹状表面窪

みを第１の凹状表面窪みとし，他方を第２の凹状表面窪みとすると，甲

第１号証記載のゴルフボールは，第１の凹状表面窪みと第２の凹状表面

窪みと，上記第１の凹状表面窪みと第２の凹状表面窪みの間に設けられ

た非窪み部分を有し，かつ，第１及び第２の凹状表面窪みが曲線である

断面を持つといえる。 

      次に，甲第１号証記載のゴルフボールの「ディンプルはボールの表面

に渡り測地学の２０面体パターンで配置されており，特に，測地学の９

周期２０面体パターン（図５）で配置されている。最も正確な多目的ゴ

ルフボールは，ボールの表面全体に渡り規則的な測地学の９周期２０面

体パターンで配置された８１２個の六角形表面の窪み又はディンプルが

配置され」ていることから，凹状表面窪み，すなわちディンプルは六角

形表面の窪みが形成されるように配置されており，これは格子構造であ

るといえる。そして，複数の非窪み部分は，凹状表面窪みの間に設けら

れていることから，相互に連結した格子部材を形成するといえる。 

また，甲第１号証記載のゴルフボールの「ディンプルは･･･０．００

２インチから０．０１４インチの範囲の深さの組み合わせにより造られ

る」ことから，凹状表面窪みの底部から非窪み部分の頂部までの距離が

０．００２インチ～０．０１４インチの範囲であるといえる。 

さらに，図４の記載から，相互に連結された非窪み部分の頂部はゴル

フボールの最外部であることが明らかである。 

    (ウ) 以上によれば，甲第１号証には，次の発明が記載されていると認定

できる（以下「甲１’発明」という。）。 

     「表面を有する球体と， 
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      前記球体の表面から窪んだ格子構造であって，該格子構造は複数の相

互に連結した格子部材からなり，各格子部材は，第１の凹状表面窪みと

第２の凹状表面窪み部分と，前記第１の凹状表面窪み部分と第２の凹状

表面窪み部分との間に設けられた非窪み部分を有する第１及び第２の凹

状表面窪み部分が曲線である断面を持ち，前記非窪み部分は頂部を有

し，各格子部材の底部から前記頂部までの距離が０．００２インチ～

０．０１４インチの範囲であり， 

      前記相互に連結された格子部材の頂部はゴルフボールの最外部であ

り， 

      前記複数の格子部材は互いに辺を共有して連結された複数の六角形状

の領域を形成している 

      ディンプルを伴うゴルフボール。」 

   ウ 本件発明１と甲１’発明の対比並びに一致点及び相違点 

    (ア) 対比 

 甲１’発明の「第１の凹状表面窪み」と「第２の凹状表面窪み」は，

ゴルフボールの表面が内側に窪んだ第１の窪み部分と第２の窪み部分で

ある点で本件発明１の「第１の凹部分」と「第２の凹部分」に相当し，

甲１’発明の「非窪み部分」は，ゴルフボールの表面が外側に隆起した

隆起部分である点で本件発明１の「凸部分」に相当する。 

また，甲１’発明の「球体の表面から窪んだ格子構造」と本件発明１

の「内側球体の表面から延びる格子構造」とは，球体の表面に形成され

た格子構造である点で一致する。 

さらに，甲１’発明の「六角形状の領域」は本件発明１の「６角形状

の領域」に相当する。 

(イ) 以上を前提とすると本件発明１と甲１’発明の一致点及び相違点は

以下のとおりとなる。 
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     ａ 一致点 

      「表面を有する球体と， 

       前記球体の表面に形成された格子構造であって，該格子構造は複数

の相互に連結した格子部材からなり，各格子部材は第１の窪み部分と

第２の窪み部分と，前記第１の窪み部分と第２の窪み部分との間に設

けられた隆起部分を有する第１及び第２の窪み部分が曲線である断面

を持ち，前記隆起部分は頂部を有し， 

       前記相互に連結された格子部材の頂部はゴルフボールの最外部であ

り， 

前記複数の格子部材は互いに辺を共有して連結された複数の六角形

状の領域を形成している 

       ゴルフボール。」 

ｂ 相違点① 

格子構造について着目すると，本件発明１の格子構造は４．０６ 

ｃｍ～４．３２ｃｍの範囲を有する内側球体の表面から延びる格子構

造であるのに対し，甲１’発明の格子構造は，球体の表面から窪んだ

格子構造である点，において相違する。 

     ｃ 相違点② 

       格子部材の断面に着目すると，本件発明１の格子部材は，第１の凹

部分と第２の凹部分と凸部分を有する曲線の断面を持ち（すなわち，

二つの凹部分と凸部分が曲線で形成されている。），格子部材の底部か

ら前記頂部までの距離が０．０１２７ｃｍ～０．０２５４ｃｍの範囲

であり，第１の凹部分と第２の凹部分は０．３８ｃｍ～０．５１ｃｍ

の範囲の曲率半径を持ち，凸部分は０．０７ｃｍ～０．０８８９ｃｍ

の曲率半径を持つ，ディンプルを伴わないゴルフボールであるのに対

し，甲１’発明の格子部材は，第１及び第２の凹状表面窪み部分が曲
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線である断面を持ち，各格子部材の底部から前記頂部までの距離が

０．００２インチ～０．０１４インチの範囲であることは特定される

ものの，各部分の曲率半径は不明であり，第１及び第２の凹状表面窪

みと非窪み部分の間は曲線の断面ではない点，において相違する。 

     ｄ 相違点③ 

格子部材の球の表面方向の形状に着目すると，本件発明１の格子部

材は，複数の六角形状の領域と，複数の五角形状の領域とを形成し，

前記複数の五角形状の領域は前記複数の六角形状の領域の一部と互い

に辺を共有して連結されているのに対し，甲１’発明の格子部材は複

数の六角形の領域は形成しているものの，五角形状の領域については

特定がない点，において相違する。 

    (ウ) なお，原告は，前記第３の１(1)オ(イ)のとおり，上記(イ)に説示

した相違点と異なり，六つの相違点の存在を主張している。しかし，原

告の同主張は，格子部材の断面形状の構成につき，相違点２ないし４の

個別の相違点として主張するものであるところ，これらは格子部材の断

面形状という同一の構成に関するものであるから，一つの相違点として

認定するのが相当であり，容易想到性の判断もこれを前提としてなされ

るべきである。 

また，原告主張の相違点６（ディンプルを伴う点）については，本件

発明１では，「格子構造が内側球体から延びる」ことにより，ディンプ

ルを伴うことなく，ゴルフボールの表面に凹部と凸部が設けられるので

あるから，格子構造に関する相違点と関連するものであり，これらを一

体として相違点②として認定するのが適切である。 

    (エ)ａ 被告は，本件発明１のゴルフボールは，「表面を有する内側球体

と内側球体表面から延びる格子構造」を備えるものであるから，本件

発明１のゴルフボールの具体的構造は，内側球体の表面から延びる格
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子構造と格子構造の間に現れる内側球体の表面とにより形成されるの

であり，この点は，従来のいかなるゴルフボールとも構造上異なるか

ら，本件発明１は，甲第１号証発明とは着想において異なるばかりで

なく，その異なる着想が具体的な構造に具現化されており，審決が，

「両者の構造や概念は，全く異なるものである」とした点に誤りはな

い旨主張する（前記第４の１(1)ア）。 

       しかし，本件発明１における「格子構造」及び「格子部材」につい

てみると，これらは，「内側球体の表面から延びる格子構造であっ

て，該格子構造は複数の相互に連結した格子部材からなり，･･･」（本

件請求項１）として特定されているが，「内側球体の表面から延びる

格子構造」とは，ゴルフボールの中心から外側へ向かう方向に内側球

体の表面から格子構造が高くなっていることをいうと解され，この格

子構造が格子部材からなるものである。 

       そして，本件訂正明細書【００４９】の記載に照らすと，従来のゴ

ルフボールにおいては，ディンプルが飛んでいるゴルフボールの表面

の空気の境界層を捕捉し，より大きい浮揚と流体抵抗を抑制するよう

に設計されているのに対し，本件発明１では，管状格子構造が空気の

境界層を補足するものであることが理解できる。そうすると，ゴルフ

ボールの表面に設けた凹凸であり，空気の境界層を補足するという観

点でみれば，従来のゴルフボールのディンプルも本件発明１の格子構

造も同じ作用効果を奏するものであるということができる。 

       なお，本件発明１では「格子部材」は二つの凹部分とこの凹部分の

間に設けられた凸部分を有する曲線の断面を持ち，格子部材の底部か

ら頂部までの距離，２つの凹部分と突部分が持つべき曲率半径，更に

は格子部材の頂部がゴルフボールの最外部であり，複数の格子部材が

互いに辺を共有して連結された六角形状と五角形状の領域を形成する
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ことが特定されており，これにより，前記(イ)において説示した相違

が存在することとなるが，これらの相違は，甲第１号証発明と本件発

明１の相違点と認定した上で，その容易想到性の有無が判断されるべ

きものである。 

よって，被告の上記主張は採用することができない。 

     ｂ 被告は，甲第１号証発明のディンプルとディンプルとの間の部分

が，本件発明１の格子部材に相当することにはならない，甲第１号証

発明の「隆起」は，本件発明１の「第１凹部分と第２の凹部分の間に

設けられた凸部分を有する曲線の断面を持ち」に相当しないなどとし

て，審決の一致点及び相違点の認定に誤りはない旨主張する（前記第

４の１(1)イ）。 

       しかし，前記(ア)，(イ)及び(エ)ａにおいて説示したところに照ら

すと，被告の上記主張は採用することができない。 

    (オ) 以上によれば，審決の本件発明１と甲第１号証発明の一致点及び相

違点の認定には誤りがある。そして，この誤りは，本件発明１につき，

甲第１号証発明記載の発明に基づいて当業者が容易になし得たものとは

いえないとした審決の判断の結論に影響を及ぼす可能性があるものであ

る。 

そうすると，本件においては，両当事者による前記の相違点①ないし

③の存在を前提とした主張立証が尽くされているとはいえない以上，審

決を取り消した上で，審判において上記の点の審理を行うべきである。 

  (2) 取消事由１－３（甲第１号証発明に基づく本件発明２ないし８の容易想

到性の判断の誤り）について 

前記(1)説示のとおり，審決の本件発明１と甲第１号証発明の一致点及び

相違点の認定に誤りがあり，審決を取り消すべきものである以上，本件請求

項１を引用する本件発明２ないし８についての審決も同様に取り消されるべ
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きである。 

 ２ 取消事由２（甲第１０号証発明を主引例とする進歩性判断の誤り）について 

(1) 取消事由２－１（本件発明１と甲第１０号証発明の一致点及び相違点の

認定の誤り）について 

 ア 甲第１０号証について 

  (ア) 甲第１０号証には以下の記載がある（甲１０。下線は裁判所が付し

た。）。 

   「【特許請求の範囲】 

【請求項１】 球表面の少なくとも一部の範囲に，隣合う六角形ディ

ンプルの辺同志が略一定幅のランドをおいて略平行に並ぶように複数の

六角形ディンプルを稠密に配設したことを特徴とするゴルフボール。 

【請求項２】 球表面を仮想区画線によって複数のエリアに区画し，

仮想区画線上の少なくとも一部の範囲に，隣合う六角形ディンプルの辺

同志が略一定幅のランドをおいて略平行に並ぶように複数の六角形ディ

ンプルを列状に配設するとともに，全てのエリア内の少なくとも一部の

範囲に，隣合う六角形ディンプルの辺同志が略一定幅のランドをおいて

略平行に並ぶように複数の六角形ディンプルを稠密に配設した請求項１

記載のゴルフボール。 

【請求項３】 前記六角形ディンプルの内縁部に，前記六角形ディン

プルの最深部より浅い少なくとも一段のディンプル内段部を隆起形成し

た請求項１又は２記載のゴルフボール。 

【請求項４】 前記ディンプル内段部の内縁は略円形である請求項３

記載のゴルフボール。」 

「【発明の詳細な説明】 

【０００１】 

【産業上の利用分野】本発明は，新しいディンプル・ランド理論に基
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づくゴルフボールに関するものである。なお，本明細書において「ラン

ド」とは，球表面にディンプルを設けたときにディンプル間に残る陸部

分をいう。」 

「【０００８】六角形ディンプルの配設の仕方に関しては前記条件以

外の限定を受けないが，球表面のできる限り多くの範囲に，六角形ディ

ンプルを稠密にかつ均一に配設することが望ましい。そのためには，例

えば，球表面を仮想区画線によって複数のエリアに区画し，仮想区画線

上の少なくとも一部の範囲に，隣合う六角形ディンプルの辺同志が略一

定幅のランドをおいて略平行に並ぶように複数の六角形ディンプルを列

状に配設するとともに，全てのエリア内の少なくとも一部の範囲に，隣

合う六角形ディンプルの辺同志が略一定幅のランドをおいて略平行に並

ぶように複数の六角形ディンプルを稠密に配設するとよい。各「少なく

とも一部の範囲」については，前記と同じである。さらに，仮想区画線

上の六角形ディンプルとエリア内の六角形ディンプルの辺同志も略一定

幅のランドをおいて略平行に並ぶとよい。」 

「【００１０】また，ランドの合計面積は，ゴルフボールの仮想球表

面積（ディンプルが無いと仮想したときの球表面積をいう。本明細書に

おいて同じ。）の４０％以下にするのが好ましいが，さらに好ましくは

３０％以下であり，特にプロや上級アマチュア向けのゴルフボールのよ

うに飛距離性を高めたいときには２０％以下にすることが重要である。 

【００１１】ランドの幅は，０．０～２．５ｍｍ位の範囲から適宜設

定できるが，ランドの合計面積を小さくするために好ましくは０．１～

１．５ｍｍの範囲，特にプロや上級アマチュア向けのゴルフボールのよ

うに飛距離性を高めたいときには０．２～１．０ｍｍの範囲から設定す

る。なお，ランドの幅が０．０ｍｍとは，隣合う六角形ディンプル同志

が辺を共有するように配設された場合をいう。但し，その場合でも，現
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実に形成されるディンプルの辺及び角にはアールが不可避的に付くか

ら，そのアール分の幅・面積のランドはあることになる。」 

「【００２１】（２）周期特性の改善作用について本明細書でいう周期

特性とは，ゴルフボールの任意の切断面においてディンプル及びランド

がディンプル→ランド→ディンプル→ランド→……と周期的に現れ，そ

の周期とディンプル及びランドの幅が，どの切断面をとっても均一に近

い性質をいう。従来例のゴルフボールは，前記の通り円形ディンプル間

のランドが円弧状に広がり，切断位置によってランドの幅が異なること

から，周期特性が理想的とはいえない。これに対し，本発明のゴルフボ

ールは，ランドが略一定幅で，しかもランド全体が略ハニカム網形状に

なるので，周期特性が改善される。そして，回転方向が特定されないゴ

ルフボールは，あらゆる方向の均一性が要求されるが，本発明では周期

特性の改善によってこの均一性を満足でき，安定性を向上できる。 

【００２２】図６（判決注・省略）は上記周期特性を説明するもの

で，（ａ）は円形ディンプル５１が形成された従来例，（ｂ）は六角形デ

ィンプルが稠密に配設された本発明，（ｃ）は四角形ディンプル５３が

形成された比較例をそれぞれ示している。従来例（ａ）では，いずれの

切断線Ａ～Ｅで切断しても，必ず円形ディンプル５１及びランド５２が

周期的に現れるが，それらの間隔と幅は均一ではない。つまり，切断線

Ａではランド５２の幅が狭いが，切断線Ｂ，Ｄではランド５２の幅が広

い。これに対し，本発明（ｂ）では，勿論いずれの切断線Ａ～Ｅで切断

しても，必ず六角形ディンプル５及びランド６が周期的に現れるととも

に，それらの間隔と幅は，円形ディンプルのレベルを越えて，常に均一

に近い。つまり，切断線Ｄを除くいずれの切断線Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｅでも，

ランド６の幅は略一定で狭い。なお，比較例（ｃ）では，切断線Ｃで切

断したときに，ランド５４が永遠に続いてしまい，周期特性の観点で，
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【図１１】 

 

上記３種類の中では最も望ましくない。」 

「【００２９】 

【実施例】以下，本発明を具体化したゴルフボールの実施例につい

て，図面を参照して説明する。・・・ 

【００３３】なお，図１１に示すように，本実

施例の六角形ディンプル４，５の底部形状は浅い

六角錐状の凹部であるが，最深部は球面状になっ

ている。 

【００３７】 正多面体（正四面体，正

六面体，正十二面体，正二十面体）図１２

は，この正二十面体の各辺を球表面に投影

した仮想区画線２によって，球表面を二十

の球面三角形エリア３に区画したゴルフボ

ール１を示している。そして，前記実施例

と同様に，仮想区画線２上には多数の六角

形ディンプル４をランド６をおいて一列に

配設し，仮想区画線２同志の交点Ｐには五角形ディンプル７を配設し，

球面正三角形エリア３内には多数の六角形ディンプル５をランド６をお

いて稠密に配設したものである。」 

    (イ) 以上によれば，甲第１０号証に記載されたゴルフボールは，球体の

表面からディンプルを窪ませてゴルフボール表面にディンプルとランド

を形成したものであり，これによりゴルフボール表面に格子構造を形成

したものであることは明らかである。 

そして，ランドとディンプルによって格子部材を形成し，ディンプル

には六角形ディンプルと五角形ディンプルがあり，「ゴルフボールの任
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意の切断面においてディンプル及びランドがディンプル→ランド→ディ

ンプル→ランド→……と周期的に現れ」ることから，格子部材であるラ

ンドが互いに辺を共有して連結されたものであるといえる。さらに，図

１２の記載からみて，複数の五角形ディンプルは複数の六角形ディンプ

ルの一部と互いに辺を共有して連結している。そして，切断面において

周期的に表れるディンプル→ランド→ディンプルのうち，一方のディン

プルを第１のディンプルとし，他方のディンプルを第２のディンプルと

すると，ランドは第１のディンプルと第２のディンプルとの間に設けら

れることとなる。また，図１１の記載からみて，第１及び第２のディン

プルが曲線である断面を持つものといえる。 

さらに，図１２の記載から，ランドの頂部はゴルフボールの最外部で

あることが明らかである。 

    (ウ) 以上によれば，甲第１０号証には，次の発明が記載されているとい

える（以下「甲１０’発明」という。）。 

     「表面を有する球体と， 

      前記球体の表面から窪んだ格子構造であって，該格子構造は複数の相

互に連結した格子部材からなり，各格子部材は，第１のディンプルと第

２のディンプルと，前記第１のディンプルと第２のディンプルとの間に

設けられたランドを有する第１及び第２のディンプルが曲線である断面

を持ち，前記ランドは頂部を有し，  

      前記相互に連結された格子部材の頂部はゴルフボールの最外部であ

り， 

      前記複数の格子部材は互いに辺を共有して連結された複数の六角形状

の領域と，複数の五角形状の領域とを形成し，前記複数の五角形状の領

域は前記複数の六角形状の領域の一部と互いに辺を共有して連結されて

いる 
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ディンプルを伴うゴルフボール。」 

   イ 本件発明１と甲１０’発明の対比並びに一致点及び相違点 

    (ア) 対比 

      甲１０’発明の「第１のディンプル」と「第２のディンプル」は，ゴ

ルフボールの表面が内側に窪んだ第１の窪み部分と第２の窪み部分であ

る点で本件発明１の「第１の凹部分」と「第２の凹部分」に相当し，甲

１０’発明の「ランド」は，ゴルフボールの表面が外側に隆起した隆起

部分である点で本件発明１の「凸部分」に相当する。 

また，甲１０’発明の「球体の表面から窪んだ格子構造」と本件発明

１の「内側球体の表面から延びる格子構造」とは，球体の表面に形成さ

れた格子構造である点で一致する。 

さらに，甲１０’発明の「六角形状の領域」，「五角形状の領域」はそ

れぞれ本件発明１の「６角形状の領域」，「５角形状の領域」に相当す

る。 

    (イ) 以上を前提とすると本件発明１と甲１０’発明の一致点及び相違点

は以下のとおりとなる。 

     ａ 一致点 

      「表面を有する球体と， 

       前記球体の表面に形成された格子構造であって，該格子構造は複数

の相互に連結した格子部材からなり，各格子部材は第１の窪み部分と

第２の窪み部分と，前期第１の窪み部分と第２の窪み部分との間に設

けられた隆起部分を有する第１及び第２の窪み部分が曲線である断面

を持ち，前記隆起部分は頂部を有し， 

       前記相互に連結された格子部材の頂部はゴルフボールの最外部であ

り， 

       前記複数の格子部材は互いに辺を共有して連結された複数の六角形
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状の領域と，複数の五角形状の領域とを形成し，前記複数の五角形状

の領域は前記複数の六角形状の領域の一部と互いに辺を共有して連結

されている， 

 ゴルフボール。」 

     ｂ 相違点①’ 

       格子構造について着目すると，本件発明１の格子構造は４．０６㎝

～４．３２㎝の範囲を有する内側球体の表面から延びる格子構造であ

るのに対し，甲１０’発明の格子構造は，球体の表面から窪んだ格子

構造である点，において相違する。 

     ｃ 相違点②’ 

       格子部材の断面に着目すると，本件発明１の格子部材は，第１の凹

部分と第２の凹部分と凸部分を有する曲線の断面を持ち（すなわち，

２つの凹部分と凸部分が曲線で形成されている），格子部材の底部か

ら頂部までの距離が０．０１２７ｃｍ～０．０２５４ｃｍの範囲であ

り，第１の凹部分と第２の凹部分は０．３８ｃｍ～０．５１ｃｍの範

囲の曲率半径を持ち，凸部分は０．０７ｃｍ～０．０８８９ｃｍの曲

率半径を持つ，ディンプルを伴わないゴルフボールであるのに対し，

甲１０’発明の格子部材は，第１及び第２のディンプルが曲線である

断面を持つことは特定されるものの，格子部材の底部から頂部までの

距離及び各部分の曲率半径は不明であり，第１及び第２のディンプル

とランドの間の断面形状は明確ではない点，において相違する。 

    (ウ) 以上によれば，審決の本件発明１と甲第１０号証発明の一致点及び

相違点の認定には誤りがある。そして，この誤りは，本件発明１につ

き，甲第１０号証発明に基づいて当業者が容易になし得たものとはいえ

ないとした審決の判断の結論に影響を及ぼす可能性があるものである。 

      そうすると，前記１(1)ウ(オ)において説示したのと同様の理由によ
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り，審決を取り消すべきである。 

  (2) 取消事由２－３（甲第１０号証発明に基づく本件発明２ないし８の容易

想到性の判断の誤り）について 

前記(1)説示のとおり，審決の本件発明１と甲第１０号証発明の一致点及

び相違点の認定に誤りがあり，審決を取り消すべきものである以上，本件請

求項１を引用する本件発明２ないし８についての審決も同様に取り消される

べきである。 

 ３ 取消事由３（明確性要件の判断の誤り）について 

(1) 原告は，①本件請求項１には，本件発明１の格子構造とディンプルとが

異なることを「ディンプルを伴わない」と特定したとは記載されていないか

ら，審決の認定は特許請求の範囲に基づくものではない，②「ディンプルを

伴わない」との記載は，本件発明１の着想のみをいうものであって，結果物

としてディンプルを伴わないという意味に解するべきではなく，本件発明１

は結果物としてディンプルを伴うものであるのに対し，審決は，結果物とし

てディンプルを伴わないという意味に解していると考えられるので，「ディ

ンプルを伴わない」の記載は本件発明１を不明確にする記載といわざるを得

ない，③「ディンプルを伴わない」の記載があることにより，結果物が同一

で効果が同等でも着想においてディンプルでないというだけで侵害の認定を

免れることになる，などと，本件請求項１の記載が不明確である旨主張する

（前記第３の３）。 

(2) そもそも，①については，本件請求項１の記載が明確であるというため

には，本件請求項１の記載のみならず，本件訂正明細書の記載を参酌して

「ディンプルを伴わない」の意義が明確になれば足りるものである。②につ

いては，単に審決が本件発明１の認定を誤っていることを主張するにすぎな

いものと解される。また，③については，特許権侵害の成否と明確性要件の

充足性とが直ちに関係するものではない。そうすると，原告の上記各主張が
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明確性要件違反の主張として適切であるかについては疑問もある。 

(3) この点をおくとしても，ディンプルは，一般には「ゴルフボールの表面

のくぼみ」を意味すること（甲１８），及び，本件訂正明細書の背景技術の

項に記載されたディンプルを有するゴルフボールの例に照らすと，本件訂正

明細書ないしは本件請求項１におけるディンプルとは，ゴルフボールの表面

側（外側）から窪んでいるものを意味するものと解される。 

  そして，本件発明１が，内側球体の表面から延びる，複数の相互に連結し

た格子部材からなる格子構造を設け，各格子部材が凹部分を有することを発

明特定事項としていることにも照らすと，本件請求項１の「ディンプルを伴

わない」とは，上記の意味のディンプルを伴わないことを意味するものと理

解でき，本件請求項１の記載は明確である（なお，上記説示は，飽くまで本

件請求項１の記載の意味内容が明確か否かの観点からしたものであり，直ち

に進歩性の判断の内容に影響を及ぼすものではない。）。 

  また，本件請求項２ないし８についても同様である。 

よって，この点については，審決の判断の結論に誤りはなく，原告の上記

主張は採用することができない。 

４ まとめ 

以上によれば，前記１及び２において説示したとおりであって，審決は取り

消されるべきものである。 

第６ 結論 

よって，原告の請求は理由があるからこれを認容することとし，主文のとお

り判決する。 
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